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研究成果の概要（和文）：WTO紛争処理制度における「履行」に関連する諸要因について研究を行った。同紛争
処理手続上の「私」的要素の検討（市民社会との関係、アミカスブリーフの扱い、紛争関連会合の公開）、貿易
紛争に関する分野別検討（食品安全、環境保護分野）、類似の紛争処理手続（環太平洋パートナーシップ
（TPP）協定）の分析を通じて、WTO協定及び同紛争処理制度に関する課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The research focused on various factors related to “implementation” of the
 WTO dispute settlement (DS) results. It shed light on the challenges that the WTO and its DS system
 face through study on the “private” elements of the DS process as well as the interaction between
 civil society and the WTO, sector specific assessments of WTO trade disputes and the analysis of 
the similar DS procedures such as that of the TPP(Trans-Pacific Partnership) Agreement.

研究分野：国際経済法
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１．研究開始当初の背景 
研究課題にある紛争解決機関（DSB: 

Dispute Settlement Body）勧告の「履行」
とは、具体的には現行のWTO紛争処理手続
を通じてWTO協定違反が認定された措置が
速やかに是正・撤廃されることを指す。履行
確保の困難性とは、この是正・撤廃が速やか
に行われないことを意味する。 

WTO 紛争処理手続は、国際司法裁判所な
どほかの国際的な紛争処理手続と比べると
利用頻度も高く、有効に機能しているとの評
価を受けている。一方、研究開始当初には、
同手続を通じて出される判断の実施に長期
間を要する事例も多く見られていた。なぜそ
のような事態が生じるかについては、先行研
究でも考察されてきていたが、国家間紛争と
して表出するWTO協定上の紛争の背後に在
る利害関係者の視点からの分析を行ったも
のは限定的であった。 

 
 
２．研究の目的 
「履行」確保に関して、内外においてみら
れる研究は、法学的観点からの研究と国際政
治学的観点（国際関係論の視点）からの研究
に大別されていた。法学的観点からの研究に
ついては、まず、WTO紛争処理手続の性質・
機能を検討し、それと「履行」確保の困難性
との相関関係を論じるもの、それに加えて現
行手続の改善点にまで踏み込むものとが存
在した。 
国際政治学的観点（国際関係論の視点）か
らは、ゲーム論等の理論的枠組みに基づき事
例分析を行った上で、現行のWTO紛争処理
手続に必要な追加的要素を示唆する論考な
どがあった。 
これらの先行研究によれば、WTO 紛争処
理手続の性質、機能、現行手続上の限界が一
定程度明らかとなり有用であると考えられ
るが、「履行」確保の困難性につながるプロ
セスとそれが紛争の処理に与える影響はど
のようなものかといった点にも着目する必
要があると思われた。 
そこで、本研究の目的として、第一にWTO
紛争処理手続上の DSB 勧告の「履行」確保
の困難性の原因を明らかにし、それに基づい
て当該手続に必要とされる改善点を特定す
ること、その上で貿易紛争の処理に効果的な
紛争処理の仕組みの考案に資すること、第二
に、日本が貿易紛争をより効果的に処理する
ために政府と国内産業との間にどのような
関係性がいかに構築されることが望ましい
かを探ること、を挙げた。 
実際には、第一の点、さらに分野別の紛争
に重点を置いた研究となった。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では、係争対象となった問題の性質、

判断に見られる法解釈、紛争当事者となる加
盟国の規範意識、紛争処理手続の手続上の欠
陥等に焦点を当てた先行研究や、具体的な貿
易紛争の実態を検討した。 
貿易紛争に関しては、WTO 紛争処理手続
に基づいて処理された紛争の分野別検討、同
手続に至る前段階で各協定に基づくメカニ
ズムで処理された紛争（各国間のピアレビュ
ーにより処理される紛争）の分析を行い、紛
争が発生する状況や規律上の限界について
考察した。具体的には、「履行」が特に困難
となっている食品安全や環境保護などの非
貿易的関心事項に関する分野を対象とした。 
また、紛争が発生する背景（紛争発生のメ
カニズム）及び各種の紛争処理手続について
も着目した。 
検討に際しては、紛争解決了解（DSU）改
正交渉が継続中であったことから、同交渉に
おける議論についても考慮し、本研究結果の
具体的実現性を念頭に置くよう努めた。 
実態調査として、関連機関などへヒアリング
を実施したほか、国内外の研究者と意見交換
を行った。 

 
 
４．研究成果 
(1) WTO紛争処理手続上の「私」的要素 

WTO紛争処理手続上、「私」の部分が関わ
る余地について検討した。同手続の結果は企
業等も含め社会に広く影響を及ぼし得るに
もかかわらず、その主体はWTO加盟国に限
定されているなかで、手続上「私」的要素が
みられる実行としてアミカスブリーフの受
容可能性や紛争関連会合の公開について分
析した。併せて、WTO の活動全体に対する
市民社会の関与も分析対象とした。 
検討を通じて、紛争処理手続の公開につい
ては加盟国間の立場の相違は大きくなく、一
部について条件付で公開されつつあること、
紛争処理手続上のアミカスブリーフについ
ては極めて消極的な取り扱いがなされてい
ること、しかしいずれについても加盟国のコ
ンセンサスは形成されていないことを明ら
かにした。他方、会合を公開するとしても、
実際の外部参加者の数は限定的にとどまっ
ているなどの状況があり、また、WTO の活
動に対する市民社会の参加にも制約がある。
結局のところ、WTO 外からの WTO に対す
る対外的透明性の向上といった社会的要請
とWTO側の対応とは必ずしもマッチしてお
らず、両者に隔たりのあることを明らかにし
た。他方で、自由貿易協定（FTA: Free Trade 
Agreement）の中には、環境などの限られた
分野であるものの市民社会の参加を認める
ものが表れていることを指摘し、「私」的要
素の位置づけが変わりつつあることも指摘
した。 

 
 
（2） 貿易紛争に関する分野別検討 



「履行」が遅れる紛争案件がみられる食品
安全や環境保護などの非貿易的関心事項に
関する分野の貿易紛争について、どのような
状況下で貿易紛争が生じているのか、また紛
争が生じた場合にWTO協定上どのような規
律上の制約があるのか等について研究を行
った。 
この結果、食品安全分野については、輸入
国が発動する緊急措置、輸入国の食品安全基
準への適合、科学的不確実性、民間基準、食
品安全確保体制の導入、FTA締結に伴う基準
の厳格化、措置のWTOに対する通報の遅れ
など手続上の問題といった争点が貿易紛争
につながり得ることを明らかにした。 
分析を進めるなかで、食品安全分野を中心
的に規律する衛生植物検疫措置に関する協
定（SPS協定）で導入されている「科学」的
概念が本分野の貿易紛争に大きく影響する
と認識するようになったことから、関連規定
が輸出国・輸入国に及ぼす影響についても検
討した。その結果、「科学」関連規定は、加
盟国に対して幅広い知見と能力を加盟国に
要求すること、加盟国の経済発展段階によっ
て異なる影響を及ぼし得ること、それが紛争
の要因にもなり得ることが得られた。 
また、環境保護が関わる貿易紛争（特に、

GATT、SPS協定、貿易の技術的障害に関す
る協定（TBT協定））を分析し、GATT第 20
条と諸協定との関係、TBT協定上の「正当な
目的」のための措置と GATT第 20条との関
係、GATT20条各号該当性が検討されるべき
対象の射程と同条柱書の 3基準間の関係など
課題となり得る諸点を提示した。 

 
 
（3）各種紛争処理手続の特性 
 WTO 紛争処理手続については、GATT 体
制下では外交的側面が強く、WTO になって
から「司法化」したとの評価がなされていた。
実際、WTO 体制下ではパネル判断の法的側
面に関する上級委員会の検討を通じて、紛争
処理の法的安定性や予見可能性が高まった
といえる。他方、現地調査を通じて、同手続
の 20 年の運用を経て、司法的側面が過度に
強調されつつあるとの見解が加盟国の一部
に生じていることが把握された。このことは
当該手続に内在する政治的境界とも表現し
得るような限界が現れる局面がみられてい
ることを意味する。同手続には外交的側面と
司法的側面のバランスが要求されるなか、近
年では司法的側面が強くなっており、このバ
ランスの確保がWTO紛争処理手続の課題で
あることに触れた。 
分野特定的な貿易紛争の検討を進めた結
果、国際社会の環境変化に伴って成立した各
種の紛争処理手続に関する分析の必要性も
認識することとなった。特に、環太平洋パー
ト ナ ー シ ッ プ （ TPP: Trans-Pacific 
Partnership）協定は、参加国の多さ、多様
性、ルールの「深さ」、カバー範囲の広さで

も突出しており、WTO 処理手続との関連も大
きいことが想定されるため同協定に焦点を
当てた。そこで、TPP 協定が規定するエンフ
ォースメント確保の仕組みと第三者が介入
する国家間紛争処理手続（WTO 紛争処理類似
のパネル手続）とを分析し、その仕組みと特
徴を明らかにすると共に、労働、環境、国有
企業及び指定独占企業などWTO協定の規律対
象ではなくTPP協定で実質的に新たに含まれ
同紛争処理手続の対象となる分野の重要性
を指摘した。 
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